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　 （
２
）　
専
　
決
　
処
　
分
　
書

　
地
方
自
治
法
（
昭
和
22
年
法
律
第
67
号
）
第
18
0条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
、
鳥
取
県
手
数
料
徴
収
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
専
決
処
分
を
す

る
。

　
　
令
和
４
年
６
月
27
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
鳥
取
県
知
事
　
　
平
　
　
井
　
　
伸
　
　
治

　
　
　
鳥
取
県
手
数
料
徴
収
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

　
鳥
取
県
手
数
料
徴
収
条
例
（
平
成
12
年
鳥
取
県
条
例
第
37
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
、
下
線
で
示
す
よ
う
に
改
正
す
る
。

改
　
　
　
　
　
　
　
正
　
　
　
　
　
　
　
後

改
　
　
　
　
　
　
　
正
　
　
　
　
　
　
　
前

  （
手
数
料
の
徴
収
）

第
２
条
　
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
務
に
つ
い
て
は
、
申
請
そ
の
他
の
行
為
に
よ
り

当
該
事
務
を
す
る
こ
と
を
求
め
る
者
か
ら
、
当
該
各
号
の
事
務
に
応
じ
て
別
に
定

  （
手
数
料
の
徴
収
）

第
２
条
　
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
務
に
つ
い
て
は
、
申
請
そ
の
他
の
行
為
に
よ
り

当
該
事
務
を
す
る
こ
と
を
求
め
る
者
か
ら
、
当
該
各
号
の
事
務
に
応
じ
て
別
に
定

鳥
取
県
特
別
免

許
状
教
育
職
員

検
定
審
査
委
員

会

教
育
職
員
免
許
法
（
昭
和
24
年
法
律
第
14
7号
）
第
５
条

第
２
項
の
規
定
に
よ
る
教
育
職
員
検
定
に
関
す
る
事
項

　
略

鳥
取
県
特
別
免

許
状
教
育
職
員

検
定
審
査
委
員

会

教
育
職
員
免
許
法
（
昭
和
24
年
法
律
第
14
7号
）
第
５
条

第
３
項
の
規
定
に
よ
る
教
育
職
員
検
定
に
関
す
る
事
項

　
略

　
　
　
附
　
則

　
こ
の
条
例
は
、
令
和
４
年
７
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
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（
32
1）
～（
32
8）
　
略

２
　
略

（
32
0
の
３
）　
平
成
19
年
改
正
法
附
則
第
２
条
第
３
項
第
３
号
の
規
定
に
基
づ

く
更
新
講
習
修
了
確
認
を
受
け
ず
に
修
了
確
認
期
限
を
経
過
し
た
旧
免
許
状
所

持
者
が
免
許
状
更
新
講
習
の
課
程
を
修
了
し
た
後
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
２

年
以
上
の
期
間
内
に
あ
る
こ
と
に
つ
い
て
の
確
認
　
１
件
に
つ
き
3,
30
0
円

（
32
0
の
４
）　
平
成
19
年
改
正
法
附
則
第
２
条
第
４
項
の
規
定
に
基
づ
く
修
了

確
認
期
限
の
延
期
　
１
件
に
つ
き
2,
30
0
円

（
32
0
の
５
）　
平
成
19
年
改
正
法
附
則
第
２
条
第
５
項
の
規
定
に
基
づ
く
免
許

状
更
新
講
習
を
受
け
る
必
要
が
な
い
者
の
認
定
　
１
件
に
つ
き
3,
30
0
円

（
32
1）
～（
32
8）
　
略

２
　
略

　
　
　
附
　
則

　
こ
の
条
例
は
、
令
和
４
年
７
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

め
る
期
限
ま
で
に
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
の
手
数
料
を
徴
収
す
る
。

（
１
）～
（
31
5
の
11
）　
略

（
31
6）
　
教
育
職
員
免
許
法
（
昭
和
24
年
法
律
第
14
7
号
）
第
５
条
第
１
項
又

は
第
16
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
く
教
育
職
員
の
普
通
免
許
状
の
授
与
　
１

件
に
つ
き
3,
30
0
円

（
31
7）
　
教
育
職
員
免
許
法
第
５
条
第
２
項
の
規
定
に
基
づ
く
教
育
職
員
の
特
別

免
許
状
の
授
与
　
１
件
に
つ
き
3,
30
0
円

（
31
8）
　
教
育
職
員
免
許
法
第
５
条
第
５
項
の
規
定
に
基
づ
く
教
育
職
員
の
臨
時

免
許
状
の
授
与
　
１
件
に
つ
き
1,
80
0
円

（
31
8
の
２
）・
（
31
9）
　
略

（
32
0）
　
略

め
る
期
限
ま
で
に
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
の
手
数
料
を
徴
収
す
る
。

（
１
）～
（
31
5
の
11
）　
略

（
31
6）
　
教
育
職
員
免
許
法
（
昭
和
24
年
法
律
第
14
7
号
）
第
５
条
第
１
項
又

は
第
16
条
の
２
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
く
教
育
職
員
の
普
通
免
許
状
の
授
与

（
同
法
第
５
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
る
普
通
免
許
状
に
係
る
所
要
資
格
を
得
た

日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
10
年
を
経
過
す
る
日
の
属
す
る
年
度
の
末
日
を
経

過
し
た
者
に
対
す
る
普
通
免
許
状
の
授
与
を
含
む
。）
　
１
件
に
つ
き
3,
30
0

円

（
31
7）
　
教
育
職
員
免
許
法
第
５
条
第
３
項
の
規
定
に
基
づ
く
教
育
職
員
の
特
別

免
許
状
の
授
与
　
１
件
に
つ
き
3,
30
0
円

（
31
8）
　
教
育
職
員
免
許
法
第
５
条
第
６
項
の
規
定
に
基
づ
く
教
育
職
員
の
臨
時

免
許
状
の
授
与
　
１
件
に
つ
き
1,
80
0
円

（
31
8
の
２
）・
（
31
9）
　
略

（
31
9
の
２
）　
教
育
職
員
免
許
法
第
９
条
の
２
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
く
普
通
免

許
状
又
は
特
別
免
許
状
の
有
効
期
間
の
更
新
　
１
件
に
つ
き
3,
30
0
円

（
31
9
の
３
）　
教
育
職
員
免
許
法
第
９
条
の
２
第
５
項
の
規
定
に
基
づ
く
普
通
免

許
状
又
は
特
別
免
許
状
の
有
効
期
間
の
延
長
　
１
件
に
つ
き
2,
30
0
円

（
32
0）
　
略

（
32
0
の
２
）　
教
育
職
員
免
許
法
及
び
教
育
公
務
員
特
例
法
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
（
平
成
19
年
法
律
第
98
号
。
以
下
第
32
0
号
の
５
ま
で
に
お
い
て
「
平

成
19
年
改
正
法
」
と
い
う
。）
附
則
第
２
条
第
２
項
の
規
定
に
基
づ
く
更
新
講

習
修
了
確
認
　
１
件
に
つ
き
3,
30
0
円
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（
32
1）
～（
32
8）
　
略

２
　
略

（
32
0
の
３
）　
平
成
19
年
改
正
法
附
則
第
２
条
第
３
項
第
３
号
の
規
定
に
基
づ

く
更
新
講
習
修
了
確
認
を
受
け
ず
に
修
了
確
認
期
限
を
経
過
し
た
旧
免
許
状
所

持
者
が
免
許
状
更
新
講
習
の
課
程
を
修
了
し
た
後
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
２

年
以
上
の
期
間
内
に
あ
る
こ
と
に
つ
い
て
の
確
認
　
１
件
に
つ
き
3,
30
0
円

（
32
0
の
４
）　
平
成
19
年
改
正
法
附
則
第
２
条
第
４
項
の
規
定
に
基
づ
く
修
了

確
認
期
限
の
延
期
　
１
件
に
つ
き
2,
30
0
円

（
32
0
の
５
）　
平
成
19
年
改
正
法
附
則
第
２
条
第
５
項
の
規
定
に
基
づ
く
免
許

状
更
新
講
習
を
受
け
る
必
要
が
な
い
者
の
認
定
　
１
件
に
つ
き
3,
30
0
円

（
32
1）
～（
32
8）
　
略

２
　
略

　
　
　
附
　
則

　
こ
の
条
例
は
、
令
和
４
年
７
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

め
る
期
限
ま
で
に
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
の
手
数
料
を
徴
収
す
る
。

（
１
）～
（
31
5
の
11
）　
略

（
31
6）
　
教
育
職
員
免
許
法
（
昭
和
24
年
法
律
第
14
7
号
）
第
５
条
第
１
項
又

は
第
16
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
く
教
育
職
員
の
普
通
免
許
状
の
授
与
　
１

件
に
つ
き
3,
30
0
円

（
31
7）
　
教
育
職
員
免
許
法
第
５
条
第
２
項
の
規
定
に
基
づ
く
教
育
職
員
の
特
別

免
許
状
の
授
与
　
１
件
に
つ
き
3,
30
0
円

（
31
8）
　
教
育
職
員
免
許
法
第
５
条
第
５
項
の
規
定
に
基
づ
く
教
育
職
員
の
臨
時

免
許
状
の
授
与
　
１
件
に
つ
き
1,
80
0
円

（
31
8
の
２
）・
（
31
9）
　
略

（
32
0）
　
略

め
る
期
限
ま
で
に
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
の
手
数
料
を
徴
収
す
る
。

（
１
）～
（
31
5
の
11
）　
略

（
31
6）
　
教
育
職
員
免
許
法
（
昭
和
24
年
法
律
第
14
7
号
）
第
５
条
第
１
項
又

は
第
16
条
の
２
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
く
教
育
職
員
の
普
通
免
許
状
の
授
与

（
同
法
第
５
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
る
普
通
免
許
状
に
係
る
所
要
資
格
を
得
た

日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
10
年
を
経
過
す
る
日
の
属
す
る
年
度
の
末
日
を
経

過
し
た
者
に
対
す
る
普
通
免
許
状
の
授
与
を
含
む
。）
　
１
件
に
つ
き
3,
30
0

円

（
31
7）
　
教
育
職
員
免
許
法
第
５
条
第
３
項
の
規
定
に
基
づ
く
教
育
職
員
の
特
別

免
許
状
の
授
与
　
１
件
に
つ
き
3,
30
0
円

（
31
8）
　
教
育
職
員
免
許
法
第
５
条
第
６
項
の
規
定
に
基
づ
く
教
育
職
員
の
臨
時

免
許
状
の
授
与
　
１
件
に
つ
き
1,
80
0
円

（
31
8
の
２
）・
（
31
9）
　
略

（
31
9
の
２
）　
教
育
職
員
免
許
法
第
９
条
の
２
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
く
普
通
免

許
状
又
は
特
別
免
許
状
の
有
効
期
間
の
更
新
　
１
件
に
つ
き
3,
30
0
円

（
31
9
の
３
）　
教
育
職
員
免
許
法
第
９
条
の
２
第
５
項
の
規
定
に
基
づ
く
普
通
免

許
状
又
は
特
別
免
許
状
の
有
効
期
間
の
延
長
　
１
件
に
つ
き
2,
30
0
円

（
32
0）
　
略

（
32
0
の
２
）　
教
育
職
員
免
許
法
及
び
教
育
公
務
員
特
例
法
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
（
平
成
19
年
法
律
第
98
号
。
以
下
第
32
0
号
の
５
ま
で
に
お
い
て
「
平

成
19
年
改
正
法
」
と
い
う
。）
附
則
第
２
条
第
２
項
の
規
定
に
基
づ
く
更
新
講

習
修
了
確
認
　
１
件
に
つ
き
3,
30
0
円


